想定問答集２

Q１　今回の条例はどういったものか。なぜ市町村で制定する必要があるのか？ 

１．今回の条例の主な内容は、市町村において行う窓口事務等の内容、普通徴収の納期被扶養者であった方の普通徴収の納期、延滞金や罰則等となっております。

２．保険料の徴収事務は高齢者の医療の確保に関する法律において、市町村事務とされており、同法第109条等に基づいて、市町村で条例を制定する必要があります。

※参考：関係条例

第109条のほか、第115条第2項、第171条第4項及び第6項

Q２　４月からの制度の実施を中止すべきではないか。
　いろいろなご意見があるのは承知しているが、我々としては、この新しい医療制度は将来にわたり国民皆保険制度を維持していくために必要であると考えている。
住民の皆様のご理解を得て、制度が円滑に実施されるよう、努力していきたいと考えている。
Q３　新しい医療制度は、診療報酬での包括化がなされ、お年寄りの診療差別につながるのではないか。
１．後期高齢者医療制度の診療報酬については、現在、国で議論が進められているところであるが、新しい医療制度においても、当然、７４歳までの方と変わらず、必要な医療を受けることができるものと理解している。
（２．特に、お年寄りの方は、複数の病気にかかったり、治療が長期にわたる傾向があることから、後期高齢者の診療報酬はこうした特性も踏まえて、在宅医療の充実や介護との連携強化などに力点をおいた改定をする方向であると聞いている。　）
（３．なお、現在、年齢を問わず、入院医療も外来医療も様々な形で診療報酬点数の包括化がなされているが、これによりお年寄りの診療差別が生じているとは考えていない。　）
Q４　普通徴収の方は年金が１８万円以下であり、人道的観点から、滞納者に対する資格証の発行はすべできないと考えるがどうか。
　滞納者に対する資格証の発行については、広域連合としては、特別の事情があるか否かについて、市町村の窓口でよく相談等を行うこととし、機械的に資格証の発行は行わないようにする方針であると聞いている。　
Q５　仮に、保険料の徴収率が予定を下回った場合には、どうなるのか。市町村が一般財源で繰り入れたり、国保と同様のペナルティーがあるのではないか。　
１．市町村は、徴収した保険料を広域連合に収めれば足り、仮に、徴収率が予定を下回った場合でも一般財源で繰り入れる必要はなく、現段階では、国においても調整交付金の算定にあたってのペナルティーは予定していないと承知しています。
２．なお、保険料が見込みに達しなかった場合や医療給付が予想以上に伸びた場合には、広域連合が県に設けられる財政安定化基金からの貸付、交付を受ける等により対応することになります。
Q６　４月から特別徴収される者の割合はどれくらいか？特別徴収の割合が低いの
は、保険料が高すぎるからではないか？
１．当市町村の被保険者については○○％が特別徴収対象者となっている。

２．今回は、国民健康保険以外の社会保険や健康保険組合に加入している対象者については被扶養者に対する激変緩和措置があるため特別徴収依頼を行っておらず、特別徴収の割合が低くなったと考えられます。
３．制度施行後、国民健康保険以外の方についても特別徴収依頼を行うため、現在よりも割合は高くなることが考えられます。
Q７　保険料の徴収はどのようにして始まるのか？

１．平成２０年４月１日時点で後期高齢者医療の資格を持つ方で国保の加入者であった方は、年額１８万の年金を受け取っている場合は、４月より年金から保険料が天引きされます（特別徴収）それ以外の場合は７月から市町村に納めます。（普通徴収）
　　ただし、介護保険料と合わせた保険料額が年金額の1/2を超える場合は天引きの対象になりません。
２．被用者保険の被扶養者としてこれまで保険料を負担してこなかった方については、激変緩和措置の観点から、後期高齢者医療制度に加入した時から２年間、所得割はかからず、被保険者均等割額は５割軽減されます。保険料の徴収に関しては１０月から始まります。ただし、平成２０年度は特例として、軽減割合が次のとおりとなります。
	期　　間
	平成20年4月～9月
	平成20年10月～21年3月

	軽減割合
	全額軽減
	９割軽減


３．被用者保険の本人につきましては、７月の普通徴収から市町村に保険料を納め、１０月からは特別徴収として年金天引きされます。（予定）
Q８　市町村の各負担金はどのように算定されているのか？

１．定率負担金について
　　・平成２０年度給付費等見込総額から平成２０年度一定以上所得者の給付費等見込額を差し引いて、市町村負担割合（1/12）を乗じて市町村定率負担見込総額を算出。それを平成１８年度の医療費実績を基に、各市町村で按分して金額を算定。
２．基盤安定負担金（低所得者分）について
　　・各市町村から提供された被保険者の平成１８年度所得情報を基に、広域連合のシステムで計算。

３．基盤安定負担金（被用者保険被扶養者の５割軽減分）
　　・各市町村の国保以外の被保険者（７割軽減、５割軽減対象者を除く）について、保険料を５割軽減（２割軽減を５割軽減とするのに必要な場合を含む）するために必要な額を広域連合のシステムで計算。ただし、被用者保険本人と被扶養者の区別がつかないため、別掲とした。
４．共通経費負担金について
　　・広域連合が一年間に要する事務経費等を一般会計と特別会計ごとに算出し次の割合で各市町村ごとの負担金を算出。
	項　　　　目
	負　担　割　合

	均　　　 等　　 　割
	１０パーセント

	高齢者人口割
	５０パーセント

	人　　　 口　 　　割
	４０パーセント


　　（備考）
1． 高齢者人口割については、前々年度の３月31日現在の被保険者数（ただし、平成21年度までは、老人医療受給者数）による。

2． 人口割については、前々年度の３月31日現在の住民基本台帳及び外国人登録原票に基づく人口による。
５．保険料調定額について（市町村保険料負担金）
各市町村から提供された被保険者の平成１８年度所得情報を基に、広域連合のシステムで各市町村の調定額を計算。平成１８年度の各市町村の介護保険における特別徴収と普通徴収割合により特別徴収分と普通徴収分に按分。


＜前回のＱ＆Ａの回答を修正＞
Q２５　　新しい制度の周知が不十分ではないか。
　１　来年４月に向けて、新しい医療制度を周知することが重要であると考えている。
　２　これまで、広域連合において
1 　自治体窓口、病院、自治会へのポスター配布
2 　市町村への住民説明会開催の依頼
3 　住民説明会用及び全戸配布用パンフレットを市町村へ配布
4 　市町村の広報紙への随時掲載依頼
5 　県の広報誌及び広報番組の活用
6 　老人クラブ連合会、医師会等に対する説明
等を行ってきたところである。
　３　これからも、
1 　平成２０年３月の被保険者証発送時のリーフレットの同封、
2 　平成２０年４月からのテレビ、同３月からのラジオCM
を行うこととしているほか、国においても、新聞広告、雑誌広告、TV番組の放送等を予定しているところであると聞いており、引き続き制度の広報に努力していきたい。
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